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第38期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第38期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し
上げます。

本株主総会の招集に際しては、法令及び当社定款の定めに従い、株主総会参考
書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置をとってお
り、下記ウェブサイトに掲載しております。下記のいずれかのウェブサイトにア
クセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

なお、当日ご来場されない場合には、書面によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2026年６月22日（月曜
日）午後６時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げま
す。

敬　具
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１．日 時 2026年６月23日（火曜日）午後１時

２．場 所 大阪市住吉区住吉二丁目９番89号

住吉大社吉祥殿１階「明石の間」

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第38期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２. 第38期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

　　計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 取締役３名選任の件

第２号議案 補欠取締役１名選任の件

４. 招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

書面により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対す
る賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いい
たします。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。　

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前頁記載のインターネット上の各ウェブサイトに

おいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎電子提供措置事項のうち、事業報告の「業務の適正を確保するための体制」、連結計算書類

の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」及び計算書類の「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」は、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に

対して交付する書面には記載しておりません。したがって、書面交付請求をいただいた株主

様に対して交付する書面は、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連

結計算書類及び計算書類の一部であり、また、会計監査人が会計監査報告を作成するに際し

て監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎当日ご出席される株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解賜りますようお願

い申し上げます。

◎本定時株主総会の決議結果につきましては、株主総会終了後、当社ウェブサイトに掲載させ

ていただきます。
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( 2025年４月１日から )2026年３月31日まで

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におきましては、個人消費に回復は見られるものの物価

上昇の継続による消費者マインドの下振れ等もある中、中東情勢の悪化に

より外食需要にも先行き不透明感が見られます。

「玄品」店舗においては、国産うなぎのほぼ全店での販売開始や玄品45

周年フェアの投入、６月の京都四条店、11月の京都烏丸店の新規開店、本

町店での新業態ふぐ出汁のおでんカウンターをオープンしたほか、2025大

阪・関西万博のORA外食パビリオン内にて出店を行いふぐ料理の魅力を世

界中の方々に発信いたしました。本社工場においては、外部への販路拡大

のほか店舗負担軽減のための本社工場での一括加工にも注力するため、人

員の拡充を図り生産体制強化に取り組んでまいりました。

当社グループの主力事業である「玄品」等の直営店舗の売上高は、

4,105百万円（前期比0.0％減）となりました。45周年フェアや「ふぐの

日」などの節目に開催した各フェアや天然とらふぐコース、「うなぎ」を

含むコース料理が売上高増加に寄与いたしましたが、中国本土からの旅行

客の来店減少などもあり前期とほぼ同額となりました。

なお、直営既存店売上高は3,977百万円（前期比1.0％減）、当連結会計

年度末の「玄品」直営店舗数は、新規開店２店舗、閉店２店舗により前期

末と変わらず41店舗となりました。

「玄品」フランチャイズ事業におきましては、とらふぐ等の食材販売、

ロイヤリティ等によるフランチャイズ売上高は328百万円（前期比4.7％

減）、フランチャイズ店舗における国内既存店末端売上高は924百万円

（前期比1.1％減）と前期を下回る結果となりました。なお、当連結会計

年度末の「玄品」フランチャイズ店舗数は、３店舗減少し21店舗となって

おります。

その他の業態の当連結会計年度末の店舗数は６月に契約満了により店舗

を閉店したため０店舗となりました。本部に係る売上高も含めた当連結会

計年度の売上高は、本部の小売り・流通業界や食材卸業者への食材販売が
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増加したこと等により、売上高は837百万円（前期比3.2％増）となりまし

た。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は、5,272百万円（前期比0.2％

増）となりました。

利益面においては、売上高は増加したものの、原材料費の高騰、45周年

フェア等や本部に係る売上高の割合増加などによる原価率上昇に伴い、売

上総利益は3,434百万円（前期比2.1％減）となりました。販売費及び一般

管理費については、継続的な採用難の中、従業員待遇向上のための人件費

や人手不足を背景とした臨時雇用者の人件費及び採用費高騰によるコスト

増加やフェア等に伴う広告宣伝費、SEO・MEO費用が増加したため、3,244

百万円（前期比2.0％増）となりました。以上の結果、営業利益は189百万

円（前期比42.2％減）、経常利益は176百万円（前期比41.1％減）となり

ました。また、特別損失として減損損失31百万円、固定資産売却損６百万

円等を計上したこと等のほか繰延税金資産の取崩しに伴う法人税等調整額

（損）11百万円を計上したこと等により親会社株主に帰属する当期純利益

は、123百万円（前期比67.3％減）となりました。

また、当社グループは店舗運営事業の単一セグメントであるため、セグ

メント情報の記載を省略しております。

② 設備投資の状況

当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は151百万円でありま

す。その主なものは、新規出店に伴う設備導入や既存店舗等の改装・改修

等であります。

③ 資金調達の状況

該当事項はありません。
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区 分
第35期

(2023年３月期)
第36期

(2024年３月期)
第37期

(2025年３月期)

第38期
(当連結会計年度)
(2026年３月期）

売 上 高 4,210,139 5,015,889 5,264,115 5,272,187

経 常 利 益 65,742 205,306 300,005 176,691

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 206,300 330,837 378,022 123,734

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 15.06 24.15 27.60 9.03

総 資 産 4,860,131 4,604,788 3,316,982 2,710,971

純 資 産 573,143 910,992 1,289,822 1,407,767

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ( 円 ) 41.83 66.50 94.16 102.77

区 分
第35期

(2023年３月期)
第36期

(2024年３月期)
第37期

(2025年３月期)

第38期
(当事業年度)

(2026年３月期）

売 上 高 1,866,789 3,905,472 5,177,401 5,176,916

経 常 利 益 75,524 297,168 301,631 178,826

当 期 純 利 益 209,398 333,197 379,561 106,947

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 15.29 24.32 27.71 7.81

総 資 産 4,612,661 4,603,915 3,305,315 2,698,926

純 資 産 587,659 920,834 1,300,337 1,407,407

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ( 円 ) 42.89 67.22 94.92 102.74

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況
（単位：千円）

(注)１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

② 当社の財産及び損益の状況
（単位：千円）

(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

２．2023年10月１日を効力発生日として連結子会社である株式会社宗國玄品ふぐを吸収合併
したことにより第36期以降の売上高が増加しております。
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会　社　名 資本金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

関門海（上海）貿易有限公司 55百万円 100％ 中国事業展開における食材調達等

KANMONKAI-SG PTE.LTD.
775千

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
ﾄﾞﾙ

100％
とらふぐ料理店「玄品」のシンガポールで
の展開

(3) 重要な親会社及び子会社の状況等

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況等

(注) 当事業年度末日において、特定完全子会社はありません。

(4) 対処すべき課題

　　当社を取り巻く経営環境は、社会経済活動の正常化に伴い回復基調が見られ

　る一方で、国際情勢や各国の政策動向の影響等により、インバウンド需要は地

　域・時期により変動が見られるなど、引き続き不確実性を内包しております。

　加えて、原材料費、エネルギーコスト及び人件費の上昇が継続しており、収益

　環境は厳しさを増しております。また、人手不足の深刻化や、気候変動・資源

　問題、少子高齢化の進行といった中長期的な社会課題も、当社の事業運営に影

　響を及ぼす要因となっております。

　　このような状況のもと、当社はこれらの外部環境の変化に的確に対応しつつ

　持続的な成長と企業価値の向上を実現するため、経営基盤の強化が重要である

　と認識しており、以下の課題に取り組んでまいります。

① 「玄品」ブランドの成長

　当社の売上高営業利益率が低い要因として、主力事業である「玄品」にお

ける季節変動による収益の偏りが挙げられます。加えて、訪日外国人客の動

向変化への対応も重要な課題であると認識しております。当社は、年間を通

じて安定した収益を確保できる事業モデルへの進化を図るべく、「美味で健

康的な本物のおいしさ」を追求した商品開発を推進し、国内顧客に加え、多

様化するインバウンド需要も見据えた商品・サービスの提供に努めてまいり

ます。また、事業の効率性及び生産性の向上を通じて収益性の改善を図り、

「玄品」ブランドの価値向上を推進することで、中長期的な収益基盤の強化

に取り組んでまいります。

－ 6 －



② 人的資本経営の推進

少子高齢化の進行に伴い人材確保が一層困難となる中、当社が持続的に成

長していくためには、優秀な人材の確保及び育成が重要な課題であると認識

しております。当社の企業理念の根幹である「人づくり」に基づき、新卒採

用を中心とした若手人材の積極採用と社内教育の強化に取り組むとともに、

賃上げや福利厚生の充実を通じて従業員満足度の向上を図ってまいります。

また、多様な人材が活躍できる環境整備を進めるとともに、働き方改革や女

性活躍推進等にも取り組み、持続的な成長を支える組織基盤の構築に努めて

まいります。

③ 外部販売事業の強化

　外部環境の変動リスクに対応するため、外販・通販事業を主力事業に次ぐ

収益の柱として引き続き強化してまいります。生産体制の高度化や必要な設

備投資を進め、安定的な供給体制の構築と販路拡大を図り、安定的な収益基

盤の構築に取り組んでまいります。

④ 財務基盤の強化

　当社は、これまで借入条件の見直しや返済の推進、在庫の適正化等により

キャッシュ・フローの改善に努めてまいりました。一方で、原材料費やエネ

ルギーコストの上昇、人手不足の深刻化等により、引き続き厳しい経営環境

が想定されることから、安定的な事業運営及び将来の成長投資並びに株主還

元を見据え、内部留保の充実を図るとともに、更なる収益力の向上及び財務

体質の強化に取り組んでまいります。

⑤ 内部管理体制の強化

　当社は、継続的な事業成長を支えるためには、業務運営の効率化及びリス

ク管理体制の強化が重要な課題であると認識しております。このため、内部

統制システムの適切な運用及び社内教育の充実を通じて組織体制の整備を進

めるとともに、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図り、経営の公正

性及び透明性の確保に努めてまいります。
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(5) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

① 「玄品」の運営及びフランチャイズ展開・海外展開

② 魚介類・水産物の加工製造及び販売

東日本地区店舗 西日本地区店舗

都道府県名 店舗数（店） 都道府県名 店舗数（店）

東日本地区 23 西日本地区 17

北海道 1 三重県 1

東京都 13 大阪府 11

神奈川県 3 兵庫県 2

千葉県 4 京都府 3

埼玉県 2

海外店舗 シンガポール 1

東日本地区店舗 西日本地区店舗

都道府県名 店舗数（店） 都道府県名 店舗数（店）

東日本地区 12 西日本地区 8

東京都 4 愛知県 1

神奈川県 6 大阪府 5

埼玉県 1 兵庫県 2

長野県 1

海外店舗 中国 1

(6) 主要な事業所（2026年３月31日現在）

① 当社の主要な事業所

　本社　　　　大阪府松原市三宅東一丁目８番７号
　東京本部　　東京都千代田区神田司町二丁目２番１号　セキネビル４階

② 主要な子会社の事業所

　関門海（上海）貿易有限公司　本社　中国上海市
　KANMONKAI-SG PTE.LTD. 　　　本社　シンガポール

③ 当社グループ店舗

＜直営店舗＞

＜フランチャイズ店舗＞
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使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数

171名 5名増 37.5歳 7.38年

(7) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況　　　　　　　　　　174名

　（注）使用人数にはパート社員は含まれておりません。

② 当社の使用人の状況

(注)使用人数にはパート社員は含まれておりません。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 160,006千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 150,010千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 120,000千円

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 香 川 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 50,014千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 20,000千円

株 式 会 社 広 島 銀 行 20,000千円

株 式 会 社 高 知 銀 行 20,000千円

(8) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 24,000,000株

② 発行済株式の総数 13,698,753株

③ 株主数 18,046名

株 主 名 持株数 持株比率

株式会社椿台 4,198,400株 30.65％

サントリー株式会社 698,100株 5.10％

田原　久美子 250,900株 1.83％

笠井　武史 230,000株 1.68％

尾家産業株式会社 220,000株 1.61％

関門海福株会 174,600株 1.27％

楽天証券株式会社 148,300株 1.08％

吉田　福太郎 135,200株 0.99％

小野　秀昭 77,800株 0.57％

金子　旺子 55,550株 0.41％

山口　晴緒 55,550株 0.41％

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2026年３月31日現在）

（自己株式302,147株を除く）

④ 大株主（上位11名）

(注)１. 当社は自己株式302,147株を保有しておりますが､上記大株主には記載しておりません｡
２. 持株比率は、自己株式（302,147株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の
状況

　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況

　該当事項はありません。

③ その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 山　口　久美子 ㈱椿台代表取締役

取 締 役 大　村　美智也 事業統括本部長

取 締 役 松 下 義 行 非破壊検査㈱顧問

常 勤 監 査 役 阿 井 公 宗

監 査 役 近 藤 行 弘
弁護士
近藤行弘綜合法律事務所代表

監 査 役 小 田 利 昭
公認会計士
公認会計士小田事務所代表
清稜監査法人代表社員

(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

(注)１. 代表取締役社長山口久美子氏の戸籍上の氏名は田原久美子であります。
２. 取締役松下義行氏は社外取締役であります。なお、同氏を㈱東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
３. 監査役近藤行弘氏、監査役小田利昭氏は社外監査役であります。なお、両氏を㈱東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４. 監査役小田利昭氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。

② 責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び各監査役は、

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、法令が規定する額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、保険会社との間で、当社及び「１.(３)②　重要な子会社の状

況等」（６ページ）に記載の当社の子会社の取締役及び監査役（当事業年

度中に在任していたものを含む）を被保険者とする、会社法第430条の３

第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額

当社が負担しております。

当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任

を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずるこ
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区　　　分 報酬等の総額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
対象となる
役員の員数基本報酬

業績連動報酬等
（賞与）

取　締　役
（うち社外取締役）

19,500千円
（2,400千円）

19,500千円
（2,400千円）

-
（-）

3名
（1名）

監　査　役
（うち社外監査役）

7,080千円
（2,880千円）

7,080千円
（2,880千円）

-
（-）

3名
（2名）

合　計
（うち社外役員）

26,580千円
（5,280千円）

26,580千円
（5,280千円）

-
（-）

6名
（3名）

とのある損害を当該保険契約により保険会社が填補するものであり、１年

毎に契約更新しております。次回更新時には同内容で更新予定です。

④ 取締役及び監査役の報酬等の額

1)役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年２月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の

報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。

ア．取締役個々の報酬については、固定報酬を基本報酬として、取締役

の役位、職責、在任年数等に応じて支給するものとし、報酬審議会（代

表取締役、社外取締役１名、社外有識者である顧問弁護士１名）に諮問

のうえ、毎期の株主総会後の取締役会決議で決定する。

イ．取締役個々に対する業績連動報酬については、事業年度の連結売上

高、連結営業利益、連結経常利益等の目標値に対する達成率に応じて算

出された額を支給する。

ウ．取締役個々に対する非金銭報酬については、当社の中長期的な企業

価値及び株主価値の持続的な向上を図るため、非金銭報酬としてストッ

ク・オプションの付与とし、付与数は役位に応じて決定するものとす

る。

2)当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うもの

であると取締役会が判断した理由

　当該事業年度において、報酬審議会が整合性を含めた多面的な検討を

行い、その答申を受けて取締役会が判断いたしました。

3)取締役及び監査役の報酬等の総額

(注)１. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役の報酬限度額は、1999年１月20日開催の第10期定時株主総会において年額
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会社に
おける地位

氏　名
取 締 役 会 等 に お け る 発 言 状 況 及 び
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役 松 下 義 行

取締役会における審議、報告に際して、長年に亘る大阪府警
察においての高い見識と幅広い経験から、会社経営に対する
危機管理等に関する発言を行っております。当事業年度開催
の取締役会17回中17回に出席し、取締役会の席上以外でも、
適時、代表取締役等に有益な意見具申を行っております。

監 査 役 近 藤 行 弘

取締役会及び監査役会における審議、報告に際して、弁護士
としての専門的見地から、当社の監査体制の強化に関する発
言を行っております。当事業年度開催の取締役会17回中17
回、監査役会14回中14回に出席し、取締役会・監査役会の席
上以外でも、適時、代表取締役等に有益な意見具申を行って
おります。

監 査 役 小 田 利 昭

取締役会及び監査役会における審議、報告に際して、公認会
計士としての専門的見地から、経営の監視に関する発言を行
っております。当事業年度開催の取締役会17回中17回、監査
役会14回中14回に出席し、取締役会・監査役会の席上以外で
も、適時、代表取締役等に有益な意見具申を行っておりま
す。

200,000千円以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役の員数は、４名です。

３. 当事業年度末現在の監査役は３名（うち社外監査役は２名）です。監査役の報酬限度
額は、2004年11月29日開催の臨時株主総会において年額30,000千円以内と決議いただ
いております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、１名です。

４. 取締役のストック・オプションの報酬限度額は、2008年２月28日開催の第19期定時株
主総会において年額60,000千円以内（うち社外取締役は年額3,000千円以内）と決議い
ただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、10名（うち、社外取締
役は１名）です。

⑤ 社外役員に関する事項

1)他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役松下義行氏は非破壊検査㈱の顧問を兼職しております。なお、当

社と非破壊検査㈱との間には、開示すべき関係はありません。

監査役近藤行弘氏は、近藤行弘綜合法律事務所の代表を兼職しておりま

す。なお、当社と近藤行弘綜合法律事務所との間には、開示すべき関係は

ありません。

監査役小田利昭氏は、公認会計士小田事務所の代表及び清稜監査法人の

代表社員を兼職しております。なお、当社と公認会計士小田事務所及び清

稜監査法人との間には、開示すべき関係はありません。

2)当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 と し て の 報 酬 等 の 額 21,000千円

当 社 及 び 子 会 社 が 会 計 監 査 人 に 支 払 う べ き 金 銭
そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額

21,000千円

(4) 会計監査人の状況

① 名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査法人やまぶき

② 報酬等の額

(注)１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの
算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報
酬等の額について同意の判断をいたしました。

３. 当社の重要な子会社である海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士
又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を
受けております。

③ 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告い

たします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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(5) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、当社株式を長期保有していただいております株主の皆様への利益

還元として積極的に配当を実施する方針ですが、財務体質の強化を最優先と

することが適切な経営判断であると考え、十分な内部留保が確保できるまで

は無配とさせていただく予定であります。

(注)１. 本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて、比率については表示単
位未満の端数を四捨五入して、それぞれ表示しております。

２. 記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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（2026年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

【 流 　 動 　 資 　 産 】

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【 固 　 定 　 資 　 産 】

（有 形 固 定 資 産）

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

そ の 他

（無 形 固 定 資 産）

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

　

【1,719,533】

774,422

271,324

572,534

17,908

83,535

△191

【991,438】

（534,932）

475,250

25,096

34,585

（10,886）

10,886

（445,619）

11,670

246,620

170,699

16,629

　

【 流 　 動 　 負 　 債 】 【1,007,462】

買 掛 金 117,300

短 期 借 入 金 350,000

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 139,980

未 払 金 212,039

未 払 法 人 税 等 1,873

賞 与 引 当 金 100,800

株 主 優 待 引 当 金 9,787

そ の 他 75,681

【 固 　 定 　 負 　 債 】 【295,741】

長 期 借 入 金 250,050

そ の 他 45,691

負 債 合 計 1,303,204

純 資 産 の 部

【 株 　 主 　 資 　 本 】 【1,411,458】

資 本 金 10,000

資 本 剰 余 金 656,201

利 益 剰 余 金 1,033,277

自 己 株 式 △288,020

【その他の包括利益累計額】 【△3,690】

その他有価証券評価差額金 121

為 替 換 算 調 整 勘 定 △3,812

純 資 産 合 計 1,407,767

資 産 合 計 2,710,971 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,710,971

連 結 貸 借 対 照 表

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2025年４月１日から ）2026年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,272,187

売 上 原 価 1,837,917

売 上 総 利 益 3,434,270

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,244,898

営 業 利 益 189,371

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,962

補 助 金 収 入 3,714

受 取 保 険 金 3,241

差 入 保 証 金 回 収 益 2,325

そ の 他 4,421 15,665

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,776

支 払 手 数 料 5,575

そ の 他 3,993 28,344

経 常 利 益 176,691

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 372 372

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,931

固 定 資 産 売 却 損 6,161

減 損 損 失 31,106 39,200

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 137,864

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,227

法 人 税 等 調 整 額 11,902 14,129

当 期 純 利 益 123,734

親会社株主に帰属する当期純利益 123,734

連 結 損 益 計 算 書

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2026年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

【 流 　 動 　 資 　 産 】

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【 固 　 定 　 資 　 産 】

（有 形 固 定 資 産）

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

（無 形 固 定 資 産）

特 許 権

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

【1,684,215】

736,813

270,058

567,842

17,908

45,099

25,000

37,847

△16,354

【1,014,710】

（534,711）

469,150

5,968

19,118

5,977

34,496

（10,886）

412

6,444

839

3,190

（469,112）

4,338

36,040

30

16,551

241,470

170,633

48
　

【流　動　負　債】 【995,777】

買 掛 金 115,394

短 期 借 入 金 350,000

１年内返済予定の長期借入金 139,980

未 払 金 201,865

未 払 費 用 16,671

未 払 法 人 税 等 1,873

未 払 消 費 税 等 37,835

預 り 金 13,029

前 受 収 益 3,416

賞 与 引 当 金 100,800

株 主 優 待 引 当 金 9,787

そ の 他 5,123

【固　定　負　債】 【295,741】

長 期 借 入 金 250,050

長 期 前 受 収 益 6,249

預 り 保 証 金 19,370

そ の 他 20,071

負 債 合 計 1,291,518

純 資 産 の 部

【株　主　資　本】 【1,407,285】

資 本 金 10,000

資 本 剰 余 金 656,201

その他資本剰余金 656,201

利 益 剰 余 金 1,029,105

その他利益剰余金 1,029,105

繰越利益剰余金 1,029,105

自 己 株 式 △288,020

【評価・換算差額等】 【121】

その他有価証券評価差額金 121

純 資 産 合 計 1,407,407

資 産 合 計 2,698,926 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,698,926

貸　借　対　照　表

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2025年４月１日から ）2026年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,176,916

売 上 原 価 1,806,677

売 上 総 利 益 3,370,238

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,184,564

営 業 利 益 185,673

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,248

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 8,962

補 助 金 収 入 1,655

受 取 保 険 金 3,241

差 入 保 証 金 回 収 益 2,325

そ の 他 3,039 21,472

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,776

支 払 手 数 料 5,575

そ の 他 3,968 28,320

経 常 利 益 178,826

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 372 372

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,931

固 定 資 産 売 却 損 6,161

減 損 損 失 31,106

関 係 会 社 株 式 評 価 損 18,959 58,160

税 引 前 当 期 純 利 益 121,039

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,211

法 人 税 等 調 整 額 11,880 14,091

当 期 純 利 益 106,947

損　益　計　算　書

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西　岡　朋　晃
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 平 野 泰 久

独立監査人の監査報告書
2026年５月20日

株式会社関門海
取締役会　御中

監査法人やまぶき
大阪事務所

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社関門海の
2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社関門海及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計
算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表
監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
  その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任
は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査
役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
  当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する
ものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
  その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
  連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連
結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計
算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑   
心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

　重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

　の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

　分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
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　じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に
よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を
評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な
疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな
い場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな
くなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注
記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財
  務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算計算
　書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
　揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対し
　て責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施
時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ
る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与
えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ
ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計
士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西　岡　朋　晃
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 平 野 泰 久

独立監査人の監査報告書
2026年５月20日

株式会社関門海
取締役会　御中

監査法人やまぶき
大阪事務所

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社関

門海の2025年４月１日から2026年３月31日までの第38期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を

行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

計算書類に係る会計監査報告
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のではない。

  計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

  当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

  その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

　重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

　の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
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　分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた  

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ  

た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す 

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

  よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

  評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である

かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

　る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記

事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実

施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の

重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。

    監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国にお

ける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響

を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応

策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための

セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第38期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査
の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の
方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等
と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会
社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて
いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を
「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２. 監査の結果

（1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内
容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人やまぶきの監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

（3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人やまぶきの監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

2026年５月20日

株 式 会 社 関 門 海 　 監 査 役 会

常勤監査役 阿 井 公 宗 ㊞

社外監査役 近 藤 行 弘 ㊞

社外監査役 小 田 利 昭 ㊞
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
(生年月日 )

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
株 式 の 数

１
やま

山
 

　
ぐち

口
 

　
く

久
み

美
こ

子
(1972年３月21日生)

1998年２月 ㈲サンミート（現㈱椿台）代表取締役（現任）

2012年11月 当社入社

2015年７月 当社執行役員ＣＩ推進本部長兼商品・営業企画部長

2017年６月 当社取締役副社長

2017年７月 ㈱西國玄品ふぐ取締役

2018年６月 当社代表取締役社長（現任）

2019年５月 ㈱宗國玄品ふぐ代表取締役社長

2023年10月 当社商品開発本部長

250,900株

２
おお

大
 

　
むら

村
 

　
み

美
ち

智
や

也
(1966年１月11日生)

1989年５月 当社入社

2004年６月 当社取締役

2008年２月 当社玄品ふぐ事業部長

2011年12月 当社営業本部長

2015年７月 当社商品･営業統括本部長

2017年７月 ㈱西國玄品ふぐ代表取締役社長

2019年４月 ㈱東國玄品ふぐ代表取締役社長

2019年５月 ㈱宗國玄品ふぐ代表取締役副社長

2021年６月 当社取締役調達物流本部長

2023年10月 当社取締役営業本部長

2024年９月 当社取締役事業統括本部長（現任）

9,500株

３
まつ

松
 

　
した

下
 

　
よし

義
 

　
ゆき

行
(1944年８月28日生)

1999年３月 大阪府警察　東警察署長

2000年３月 同第一方面本部長

2001年１月 同刑事部長

2003年２月 同警視監　大阪府警察退職

2003年３月 大阪府警察信用組合理事長

2003年４月 大阪市入札等監視委員会委員長

同事業見直し委員会委員

2003年９月 大阪証券取引所上場委員会委員長

2010年４月 非破壊検査㈱顧問（現任）

2014年１月 関西国際大学学長特別補佐

2016年６月 当社社外取締役（現任）

－株

株主総会参考書類

議案及び参考事項

　第１号議案　取締役３名選任の件
取締役全員（３名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．松下義行氏は、社外取締役候補者であります。
３．松下義行氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
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ふ り が な

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社株
式 の 数

せき

関
 

　
ぐち

口　
こう

弘
 

　
いち

一
( 1 9 5 2 年７月 2 1日生 )

1971年４月 ㈱太陽銀行（現㈱三井住友銀行）入行

1987年５月 ㈱家族亭入社

2003年６月 同社取締役経理部長

2016年１月 当社入社

2019年１月 合弁会社　上海玄品餐飲管理有限公司監査役（現任）

2019年５月 ㈱宗國玄品ふぐ監査役

2023年10月 当社経営支援本部長

2024年９月 当社経理財務部長（現任）

1,200株

は、本株主総会終結の時をもって10年となります。
４．松下義行氏を社外取締役候補者とした理由は、長年に亘る大阪府警察においての幅広

い経験に基づき、今後も、当社経営に対して有益なご意見やご指摘をいただけるものと
判断したためです。なお、同氏は過去に直接会社の経営に関与した経験はありません
が、上記の理由により、当社の社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判
断し選任をお願いするものであります。

５．当社は、松下義行氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は法令が規定する額としております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当
該契約を継続する予定であります。

６．当社は、松下義行氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取
引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員
とする予定であります。

７．候補者番号１の山口久美子氏の戸籍上の氏名は田原久美子であります。
８．当社は、保険会社との間で取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締
結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責
任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。ただ
し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免責事由がありま
す。なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期
途中に当該保険契約を同様の内容で更新する予定です。

　第２号議案　補欠取締役１名選任の件
法令に定める取締役の員数を欠くことに備え、補欠取締役１名の選任をお願

いするものであります。
補欠取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．候補者を補欠取締役候補者とした理由は、万が一の員数を欠く緊急事態発生の際、飲

食業界での10年余に亘る取締役経験により、即時対応可能であると判断したためです。
３．当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である

取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生ずることのある損害が填補されます。ただし、故意又は重過失に起因し
て生じた当該損害は填補されない等の免責事由があります。なお、候補者が取締役に就
任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を同様の内容
で更新する予定です。

以上
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株主総会会場ご案内図

場　所　大阪市住吉区住吉二丁目９番89号

住吉大社吉祥殿１階「明石の間」
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交　通　●南海電鉄　南海本線「住吉大社」駅から東へ徒歩約３分
南海高野線「住吉東」駅から西へ徒歩約５分
※「なんば」駅から「住吉大社」駅・「住吉東」駅まで約10分

●阪堺電気軌道（路面電車）
阪堺線・上町線「住吉」駅から徒歩すぐ
※天王寺・阿倍野方面から「住吉」駅まで約15分

◎本株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。


